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リード文

科学技術イノベーション政策の基本的な政策手段について概説する。本文書は暫定版である。
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本文

1 政策手段としてどのようなものがあるか

科学技術イノベーション政策の定義、科学政策、技術政策、イノベーション政策の各々の特徴を

確認したところで、続いて、科学技術イノベーション政策の手段についてさらに考察を深めていき

たい。

科学技術イノベーション政策の手段を類型化する先行的な取組みとしては、例えば、Gault (2011)
があり、Market, People, Innovation activities, Public institutions, International engagementの 5つの
政策手段への類型化を試みている。但し、ここでは基本に立ち返り、科学技術イノベーション政策

の手段の類型化を論じるに先立ち、一般に公共政策の手段がどう類型化されるのか確認してみた

い。秋吉貴雄・伊藤修一郎・北山俊哉 (2015)によれば、公共政策の手段は、直接供給、直接規制、
誘引、その他に分類できるという。

1.1 直接供給

• 公共財の提供（国や社会の安全保障、道路、街灯、灯台等）
※消費の非競合性、排除不可能性から正当化されるもの

∗ 欧州連合日本政府体表部参事官
† 科学技術・学術政策研究所上席フェロー、文部科学省科学技術・学術政策局付、内閣府参事官

1



• 準公共財（価値財）の提供（教育、住宅、医療、文化等）
※私的選択に委ねると供給が十分に行われないという社会的判断に基づき、政府がパターナ

リズムの観点から供給するもの

1.2 直接規制

• 外部性の存在（環境規制等）
• 規模の経済の存在（独占禁止、料金規制等）
• 情報の非対称への対処（資格制度（例：医師、弁護士）等）
• 社会的規制（労働規制　等）

1.3 誘引

• 誘導型（特定の行為を好ましい方向に誘導するもの）
補助金、低利融資、融資保証、利子補給、税制優遇、制裁・罰則等）

• 誘因型（インセンティブを継続的に持たせる仕組みを構築するもの）
（環境税など税体系、排出権取引のような新規市場創設　等）

1.4 その他

• 啓発的手段（事実の提示）（食品表示制度、渡航安全情報　等）

このような公共政策の手段の分類に沿って、先に紹介した科学政策、技術政策、イノベーション

政策の政策ごとに、主な政策手段を整理してみる。（表 1参照）
科学政策の場合、ある意味単純であり、科学的知識という財の直接供給という政策手段が中心と

なる。論文のような形で広く公開される科学的知識は、誰にでも利用可能な性格を持ち、消費の排

除不可能性を有することから、公共財として供給されない限り過小供給の恐れがあるというわけで

ある。

これに対し、技術政策の場合には、異なる政策手段が選択される。特定の技術分野を政府（我が

国でいえば経済産業省など）が選択し、そうしたターゲット分野の技術開発に対して補助金を供給

したり、税制優遇を応じるといった政策手段（誘引（誘導型））が取られるほか、成長産業を特定

するビジョン類を政府（我が国でいえば経済産業省など）が示すという政策手段（啓発的手段）が

取られる。

さらに、イノベーション政策の場合には、多くの政策手段が使われることとなる。例えば、イノ

ベーション促進的な規制政策など規制という政策手段をとる場合もあれば、イノベーション促進的

な公共調達など誘引（誘因型）という政策手段をとる場合もあろう。

このように、科学政策、技術政策、イノベーション政策と移るにつれて、政策手段が変化し、多
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様化していく傾向がある点は留意すべき点であろう。

表 1 科学政策、技術政策、イノベーション政策の政策手段

出典：
科学技術イノベーション政策の手段に関し、昨今の国際的な政策動向を振り返れば、科学技術と

関連する「イノベーション政策」の重要性が世界的に注目されていることが分かる。

例えば、２０１０年のＯＥＣＤイノベーション戦略は、「イノベーションや起業に対する行政規

則などの規制障壁の撤廃や成長に寄与する税制など、イノベーションを支える枠組みの構造を改革

する政策は、イノベーションや成長を強化する上で大きな役割を果たすことができる。」としてい

る。また、２０１５年改訂のＯＥＣＤイノベーション戦略は、「政策立案者は、狭い意味で定義さ

れる研究・イノベーション政策を超えて、政策の文脈に応じて変化する、様々な『イノベーション

のための政策群』を組み合わせることが求められる」としている。

さらに、米国イノベーション戦略（2015年）において、新たな政策トレンドとして挙げられて
いる事項を列挙すると次のとおりであり、いわゆるイノベーション政策に関わる事項が多い。

• 新興技術を支援するスマートな規制
• 21世紀における行政サービス（有能な人材を政府に雇用・維持するための政策）
• 国家的優先課題に対応する財政的イノベーションの活用
• 米国イノベーション戦略における「需要駆動型」モデルの役割増加

このように、イノベーション政策への関心が近年高まる中、世界経済フォーラム（WEF）の国際
競争力ランキングに基づきながら、我が国の科学技術イノベーション政策の強み、弱みを眺めてみ

たい。
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表 2には、ＷＥＦの国際競争力ランキングを算出する際に用いられている様々な指標ごとに、我
が国のランキングを示している。このうち、「科学政策」に関する典型的な指標としては、「科学

者・技術者の供給」「科学研究機関の質」などをあげることができる。これらの指標に関して、我

が国は、各々世界 3位、7位と極めて高く評価されていることが分かる。
他方で、「イノベーション政策」に関する指標においては、我が国の評価は総じて低い。「先端技

術製品の政府調達」（21 位）、「政府の規制」（64 位）、「ベンチャーキャピタルの利用可能性」（24
位）、「投資インセンティブとしての税制」（71位）、「雇用・解雇慣行」（133位）などである。（な
お、技術政策に関する指標は、ＷＥＦの国際競争力ランキングでは、特に念頭に置かれていない。）

このように、我が国の科学技術イノベーション政策については、科学政策において強みを有する

一方で、イノベーション政策において弱みを抱えていると評価されている。

表 2 我が国の国際競争力ランキング

出典：World Economic Forum, Global Competitiveness Report 2014-15
我が国政府としても、このような科学技術イノベーション政策の強み、弱みについて無自覚なわ

けではない。

第４期科学技術基本計画（2011～2015年度）において初めて、科学技術と関連するイノベーショ
ン政策を統合的に扱うため、「科学技術イノベーション政策」という概念が掲げられたことは前述

のとおりである。また、２０１３年２月、安倍総理の施政方針演説の中で「世界で最もイノベー

ションに適した国」を創り上げるという政策目標が掲げられた。安倍政権の成長戦略「日本再興戦

略」においてもこの目標は掲げられている。

こうした中、従来の科学技術政策の中心である研究開発費や技術開発費の支援に関する施策等に
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加えて、税制や政策金融、公共調達、規制改革等のイノベーションに資する幅広い施策等を総動員

した政策を推進する重要性が増していると言える。

2 他の政策領域とはどのような関連を持つのか

ここでは、科学技術イノベーション政策と他の政策領域との関連について論じる。主な政策とし

て、経済政策、社会保障政策、安全保障政策を取り上げ、各政策領域の最近の我が国政府の政策を

基に、科学技術イノベーション政策との関わりを概観してみたい。

まず、経済政策について、内閣府が策定する経済財政白書（平成 28年版）では、科学技術イノ
ベーションを日本企業の投資行動に関する文脈の中で取り扱っている。具体的には、成長力強化に

関する企業の取組みとして、設備投資、M&Aと並び研究開発投資に着目している。一方、「経済
財政運営と改革の基本方針２０１７」（２０１７年６月９日閣議決定、いわゆる「骨太の方針２０

１７」）においては、「科学」という単語が１７回、「技術」が３６回、「イノベーション」が２２回

も登場する。内閣府が初めて策定した２００１年の「骨太の方針」においては、これら三つの用語

は各々、８回、１６回、２回しか登場しなかったことを踏まえると、経済政策と科学技術イノベー

ション政策との間の関連性が、今世紀に入って強まっていることをうかがわせる。「骨太の方針２

０１７」では、働き方改革、成長戦略、消費活性化、地方創生等が重点課題として列挙されている

が、科学技術イノベーション政策に関わる言及があるのは、主として成長戦略の部分である。具体

的には、投資促進の文脈の中で対日直接投資と共にイノベーションに対する投資の促進がうたわれ

ている他、戦略分野への政策資源の集中投入、社会実証を通じてイノベーションを促進するための

規制改革等が、成長戦略として列挙されている。

続いて、社会保障政策について、厚生労働省が策定する厚生労働白書（平成 28年版）に基づけ
ば、社会保障のための政府の取組は 11種類に大別される。11の取組みのうち、科学技術イノベー
ションが関わるものとして、医療関連イノベーションの推進という柱が一つ立てられている。具体

的には、医薬品・医療機器等の研究開発や承認審査、臨床研究・治験に関する制度整備、国際的な

薬事規制等の調和といった施策により構成されている。医療以外のセクションでも、先進的な技術

等を用いた介護等福祉サービスの提供手法の効率化といった文脈で科学技術イノベーションが取り

上げられている。

また、安全保障政策について、防衛省が策定する防衛白書（平成 28年版）に基づけば、安全保障
のための政府の取組は、1)防衛を担う組織、2)安全保障に関する国際協力、3)防衛装備・技術、4)
地域社会・国民との関わり、の４つに大別される。このうち、科学技術イノベーションが関わるの

は主として 3)であり、具体的には、装備品の研究開発、外国との技術協力、装備品の調達といっ
た施策により構成されている。

このように、他の政策領域においては、科学技術イノベーション政策は、各分野における研究開

発のほか、イノベーション促進的な規制、調達などの制度設計という形で取り上げられており、ま

た、他の政策領域と科学技術イノベーション政策の関わりは、以前より増してきているようである。

以上に関わらず、そもそも、政策をタテワリに類型化して議論することには疑念も呈されている
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点を忘れるべきではない。例えば、秋吉貴雄・伊藤修一郎・北山俊哉 (2015)は次のように論じて
いる。

• 政策の類型と聞いてまず思い浮かぶのが、産業政策、農業政策、環境政策、交通政策、外交
政策といった個別政策領域の類型であろう。

• この「タテワリ」による類型化は、非常にわかりやすいものである。しかし、そこには政策
分野ということ以外に政策を類型化する基準はない。

• タテワリの政策類型は、このような政策分野がある（担当省庁および部局がある）というこ
と以上は意味しない。

• Oxford Handbook of Public Policy をはじめとする欧米の公共政策学に関するハンドブック
でも、政策類型論に関しては章どころか論文すら収録されていない。

• 多様な側面を持つ公共政策を明快に類型化する軸を見出すことは困難である。

このように、タテワリの政策類型には担当省庁という以上の意味がない、という指摘も念頭に置

きつつ、科学技術イノベーション政策が他の政策領域（担当省庁）とどのような関連を持つのか、

我が国の文脈に当てはめて論じてみた。（図 1参照）

図 1 科学技術イノベーション政策と中央官庁の関わり

出典：

まず、科学政策については、科学的知識の生産という政策対象の性格上、他の政策分野との関わ

りは相対的に少ない。

次に、技術政策であるが、技術的知識の発展及び商用化という政策対象の性格上、技術の活用に

関する様々な政策分野との関わりが大きい。例えば、先端的な技術を調達する必要に迫られる防衛

省の安全保障政策、国土交通省の公共事業政策などは、技術政策と密接な関わりを有するであろう。

そして、イノベーション政策については、経済の全体的なイノベーション能力という極めて広い

政策対象を持つことから、関わりのある政策分野は多岐にわたる。例えば、個人の技能の向上とい
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う点からは厚生労働省の労働政策全体が、情報へのアクセスという点からは総務省の情報通信政策

全体が関わりを持つ、といった具合であり、ほぼすべての中央省庁の政策分野が何らかの関わりを

持つ。

このように、科学技術イノベーション政策は他の広範な政策領域と関わりを持つものであるが、

特に、科学政策、技術政策、イノベーション政策と移るにつれて、より多くの政策領域（担当省

庁）が関連するという特徴がある。換言すれば、科学政策であれば、他の政策領域（担当省庁）と

独立性の高い政策として遂行することが可能であったが、イノベーション政策となると、ほぼ全て

の中央省庁が関わるところとなり、政策領域（担当省庁）間の総合調整機能の重要性が増すことと

なる。即ち、我が国の行政機構でいえば、内閣府が担うこととなる政策の総合調整機能が重要とな

るわけである。

こうした科学技術イノベーション政策の性格について、我が国政府も無自覚ではなく、行政機構

の再構築が進められてきている。古くは、1956年に総理府に設置された科学技術庁の例を挙げる
ことができる。この行政庁は、関係行政機関の科学技術に関する事務の総合調整を行うことをその

役割の一つとして設立されており、2001年の中央省庁再編、即ち橋本行革の時点まで存置された。
関係行政機関の事務の総合調整という同庁の機能の中核部分は、中央省庁再編に当たって内閣府に

移され、内閣府には総合科学技術会議が設置された。さらに、近年では、2014年に内閣府設置法
が改正され、「総合科学技術会議」にイノベーション創出環境整備に関する事務が追加され、「総合

科学技術・イノベーション会議」に発展・改組された。科学政策、技術政策に加えてイノベーショ

ン政策の重要性が高まっていることを踏まえ、内閣府の総合調整機能を強化した格好である。

このように行政機構の整備は着実に進展してきたところであるが、今後の科学技術イノベーショ

ン政策の実行に当たっては、こうした行政機構改革を実質化していくことが課題であると考えら

れる。
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